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川崎市議会議員
一 級 建 築 士

皆さまこんにちは。吉沢章子です。 お元気でいらっしゃいますか？
新型コロナウイルスの世界的な蔓延や気候変動による豪雨災害、また、巨大地震の脅威など人類は今まさに
存亡の危機に直面しています。このような危機事象に際し、私たちはどのように意識を変え、行動を変えていけ
ばよいのか、一人一人が問われています。
壮大な話のようですが、「先ずできることから始める」ことが肝心だと思います。新しい生活様式をできる限り取り
入れること。豪雨の予報が出たら危険が迫る前に逃げること。逃げる場所を決めておくこと。備蓄をしておくこと。
家族の連絡方法を確かめることなど基本の心構えはコロナも災害も変わらず「むやみに怖がらす、侮らず、正し
く畏れる」ことだと思います。今回の章子通信は「危機事象対策特集」です。一貫して災害対策に取り組んでお
りますが、議会における政策提言や東日本台風への対応なども含め、現時点でのまとめをご報告させて頂きま
す。ご一読頂き、皆さまの危機管理の一助として頂けましたら幸いです。有事下で気候不順の折です。どうかく
れぐれも心と体をご自愛下さいますように。

議 会 報 告

ごあいさつ

吉沢章子通信 

吉沢章子プロフィール
■ S39年　3月14日多摩区に生まれる
■ S59年　菊竹清訓建築設計事務所　勤務
■ H08年　吉沢章子建築設計事務所　開所
■ H15年   川崎市議会議員 初当選
■ H29年　川崎市長選挙 出馬
■ R01年　川崎市議会議員 5期目当選
■ 趣味      サッカー ドライブ 絵を画く 詩を描く

  歌を詠む

214 - 0014
川崎市多摩区登戸1531　エスポワール Ⅱ 103
TEL   044-933-8018  FAX   044-933-8032

吉沢章子事務所
その他の質問について

実現しました

提案継続中

その他の議会活動はホームページで

■地域の見守り活動について（2019 06 ～2019 12 17）
グリーンの防犯ベストで活動する地域の皆さま（直近3年間で180団体・1057枚貸与）に対して
① あやふやな保険制度を見直し保障を確立すること。②スキルアップのための講習会の実施
③ 区の窓口での周知徹底　を求める。
Ａ：教育次長　教育委員会と市民文化局と連携し、保障は双方の保険制度で適用する.
教育委員会のスクールガードリーダー講習会に地域のボランティアの方々も招く。
Ａ：市民文化局長　保障は教育委員会と双方で。保険や講習会について区の窓口での周知徹底
する。これらを2020年6月から実施する。→　現在すでに実施中です！

皆さまのお声が
形になりました！

■若者の行政参加について（2020 06 25）
2014年に現役高校生の提案を紹介し「ワカモノ未来プロジェクト」が実現。「高校生課」も提案。
まずは各局各課に「若者のアイデアを聞きたい」という課題を募り若者につないではどうか？
→市民文化局長：課題を抽出し、ＯＢＯＧを含めたメンバーに伝える。新たな仕組みが生まれるよう推進する。

若者の声を
行政に！

■川崎じもと応援券について（2020 06 25）
予算30億円・委託金3億7千万円の事業。本来は現金給付が先だが「地元応援」が達成できるかが問われる。
締め切り間近だが販売が不調と聞いている。2次募集すべきでは？
経済労働局長：87万冊のうち現時点で予約数は15％。２次募集を検討する。
→その後、61万冊が売れ残り2次募集実施。地元応援につながったか、徹底検証を要望。

徹底検証が
必要！

■都市の最適化について（2019 12 17）
過密都市は災害リスクが高い。タワーマンションはドル箱（1棟につき税収は年約3億円）だが、それに頼ら
ないまちづくりが必要。現在市内に23棟で、これ以上増やすできではない。神戸市のようにタワーマンショ
ンを含む全てのマンションを総点検し、安全と価値を担保し、災害リスクを低減するべき。本市も研究会を
立ち上げて議論するべき。
→市長答弁はゼロ回答。　←　吉沢：神戸でやれて川崎でやれないはずはない。これからも議論する。

ゼロ解答！

■指定管理者制度について（2020 03 11）
208の指定管理者のうち目玉の15施設が同じグループ会社で占められている。寡占率が高いのはリスクマ
ネンジメント上問題。改善すべき。
→総務企画局長：競争性確保の観点からも多様な事業者が携われるよう努力する。

リスクが高い。
見直しを！

■アフターコロナのまちづくり・多摩区のまちづくりビジョン（2020 06 25）
災害・コロナ禍により価値と環境が変わっています。「これからも住み続けられる多摩区」を目指し
大手デベロッパーではなく、信頼できる地元企業など地域主体で街を「ブランディング＝価値付け」し、「まちの
コンシェルジュ」を地域で運営してゆく、官民連携の手法を多摩区の若者と協同で提案しました。
Ｑ：登戸土地区画整理事業も完成まであと5年の正念場。付加価値をつけた完成を目指すべき。
また、事業の完成予想図を商業地域など可能なところから市民へ公開すべき。
Ａ：まちづくり局長　より一層のまちの価値向上を図り、２つの駅エリアが一体となった賑わいと魅力ある
まちの実現に向け取り組む。
市民への公開は地権者の了解を得ることが必要だが、実施にむけ取り組む。
Ｑ：多摩区ならびに北部地域全体の将来を左右する取り組み。共創すべきでは。
Ａ：多摩区長　
新しい生活様式を見据え、新たな提案も含め取り組みを検討する。
Ｑ：地域×行政でまちづくりを創造する時代。多摩区をモデルに税源培養の観点からもウイズ＆アフターコロナの
持続可能な都市経営に寄与すると考えるが見解は？
Ａ：伊藤副市長　
令和2年3月に「民間活用推進指針」を策定。方針に基づき、地域の多様な主体と連携することが重要。地域の視点
に立って区の魅力をさら高めるまちづくりを進めたい。

多摩区から
川崎モデル
を発信！

■児童虐待対策について（2020 06 25）
ネットで24時間誰でも相談できる「あなたのいばしょ」を運営する現役大学生の大空さんとコラボレーション
児童虐待対策をはじめコロナ下のメンタルヘルス対策を提案　→　市と連携し、相談窓口が拡がりました！
サイトはこちらへ　→　あなたのいばしょ

https://talkme.jp　 大人でも子ども
でも誰でも相談

 OK！
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かかりつけ医
に電話で相談

検査なし・経過観察

医師の指示

指示

検査なし・経過観察

8月10日現在

自費で検査できる病院へ
コロナ・検査・自費・PCR・抗体・ビジネス等で検索
その病院の指示に従う

陽性

軽症・中等症

湘南国際村センター　アパホテル横浜関内
自宅療養など

神奈川モデル

川崎では
川崎病院・井田病院・多摩病院など

・医師の指示
・症状のある時は引き続き経過観察

中等症・重症

陰性

PCR・抗体・抗原等の検査

公共機関に
電話で相談

自費で検査C

B

A 

・川崎市新型コロナ感染症コールセンター　24時間（土・日・祝OK） 　 
・帰国者・接触者相談センター（多摩区） AM８：３０～PM９：００（土・日・祝OK） 　　　　　
・神奈川県新型コロナウイルス感染専用ダイヤル　AM９：００～PM９：００（平日及び休日ともOK）　  
・厚生労働省の電話相談窓口 AM９：００～PM９：００（平日及び休日ともOK）

０４４－２００－０７３０
０４４－９３５－３２１７
０４５－２８５－０５３６
０１２０－５６５６５３

ご自分や周りの人を守るために
厚生労働省COCOA

などのアプリのダウンロード、活用にご協力ください

「新型コロナパーソナルサポート」
  よりお友達
   神奈川県LINE公式アカウント

公共機関の連絡先

コロナかな？ と思ったら。

Android 版 iPhone 版 ラインQR コード
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特集・危機事象対策について
～「正しく畏れ、備える」危機に強い多摩区へ。川崎へ。～

現場　→　課題を検証・見える化　→　政策提案

令和元年東日本台風  現場から！

東京大学大学院・災害トレーニングセンター(ＤＭＴＣ)との連携を提案！

避難所が足りない！

「リスク」と「希望」の情報発信

「危険マップ＋地歴＋まち歩き」で備える

貯金ほぼなし。聖域なき削減を！

１ 台風の影響による災害発生の原因究明を着実に実施
　 すること。
２ 被災市民への速やかな復旧復興支援を進めると。　
　

②市長に緊急要望　→　現場を歩き
調査し、緊急性の高いものを要望し
ました。

・徹底検証「見える化」できる方法を提案
ＤＭＴＣが作成している災害対応業務フレームワークを川崎市における検証シートを作成することを提案。
→検証シート作成に活用される。

・「災害トレーニング」で人材育成を
今般の台風対策の総括として市長は「最大の課題は職員の温度差」を挙げた。多摩区もしかり。災害時、適切な判断と対
応ができる人材を育成することが急務。ＤＭＴＣの「災害時に活きる人材を育成する災害トレーニング」を本市職員も受
講すべきと提案。
→2020年3月から実施　→その後、川崎市のみならず９都県市合同でも実施される。

・「コロナ×災害」の第１回避難訓練が、中野島小学校で実現！
防災意識の高い多摩区から「川崎モデル」を全国へ！
2020年8月6日ＤＭＴＣも監修の「災害時の避難所運営に関する新型コロナウイルス感染症マニュアル」にもとづき実施。

・「防災局」を要望！
これだけ危機事象が相次いでいる。危機管理室を人事権・予算権限を持つ「局」扱いに！

避難所が足りない。災害種別の避難場所確保を
公共施設・商業施設などあらゆる可能性について、地震・風水害など災害種別での避難所確保を求める。
→県立高校・商業施設などと協定を結ぶ働きかけを行ってゆく。災害状況に応じた避難場所については事例研究など検討
　を進める。

危機事象におけるトップの発信が状況を大きく左右する。リスクを明らかにするとともに可能な限
りの安全を確立し、それを市民の希望として発信するよう市長に要望。

・吉沢提案の「地域の危険マップ」づくりで防災訓練（2019年11月3日多摩区
総合防災訓練・東生田小学校にて）→これを見た小学4年生が総合学習に取り入れる→
全市的な取り組みを要望

・「防災まち歩き」で実際の避難経路をシュミレーションしつつ地域の災害の歴
史を知る。同時に危険マップを作成できる一石三鳥の災害対策必須メ
ニューを是非、早急に！
→実施に向けて関係各局と取り組む

→7月31日総務委員会にて多摩区町会連合会からの「請願第15号　多摩区令和元
年東日本台風災害からの防災・減災対策に関する請願」が全会一致で可決。
（吉沢は請願書作成のなどをお手伝い。多摩区選出議員が超党派で支援）
→多摩区からのモデル実施に向けて加速中！！

・貯金たったの17億円（3月時点）　→　さらに目減りして1億5千万円（6月時点）！
令和元年東日本台風への予算は117億円。しかし危機事象に備える予算がない。財政調整基金の適正規模は約60億円。
しかし残高は僅か。聖域なき削減とその評価が必須と提案。
→聖域なき削減を実施し、財政調整基金に積み増す。

・納税者でもある地元事業者を大切に！
危機事象下で悲鳴を上げる市内中小企業の参加機会をあらゆる方策で拡大すべき。
市の施設等の指定管理者へ門戸拡大を。
→ＰＰＰプラットフォームなどを通じて地元事業者の参入機会の拡大に努める。

・「先手必勝で！」
対応に後手後手が目立つ市長に対し「災害対策も都市経営も後手後手では市民の命を守れない。先手必勝で」
と釘を差した。

徹底的に治水対策！
多摩川治水対策・先ずは浚渫（しゅんせつ）を！
・最短で有効な治水対策は堆積した土砂を浚渫＝土砂掘削すること。国へ働きかけを強める
べき。
→①令和６年度までに、河川掘削・土砂掘削で合計１９８万立米を確保。②小河内ダムをコ
ントロール。① ②双方で令和元年東日本台風クラスの出水に耐えられる。
→今年はまだ土砂が溜まっている→「今年は昨年より危険」と周知を！

・「水害リスクライン」の活用　
河川の水位状況を見える化し情報提供（国交省）。7月下旬より試行実施。
これにより避難する時間を以前より確保できる。

・五反田川放水路を活用して水を貯める！
五反田川放水路は貯留量が13万立米。多摩川流域での貯水施設としての活用ができないか？
→多摩川流域における流出抑制として、暫定的に貯留式で運用開始できる。

・浸水地域（稲田堤・布田・中野島・堰地区）に寄り添い徹底した対策を！
第3者による徹底した原因究明、短期的対策の早期実施と中長期対策の徹底、住民への十分
な意見聴取。内水氾濫ハザードマップの早急な策定。宇奈根排水樋管ゲートの開閉問題など
を指摘。
→2020年4月6日第4回検証委員会開催　→　次回住民説明会9月（予定）

撤去に至りました。①多摩区・菅稲田堤の浸水現場で被災ゴミについて区と協議

ＤＭＴＣ　沼田准教授と

ハザードマップ

災害ゴミ

台風後の多摩川  2019 10 13 

受付で検温　体調でＡＢＣＤ
のグループ分け

溢水ギリギリの多摩川　20191012

水害リスクライン国交省ホームページ画面

総合防災訓練  東生田小学校

感染症対策監修の岡部医師
（川崎市保健安全研究所・所長）
の総括

沼田准教授の総括   起こりうるリスクと対策を書き
出すと「巻物」状態

③オリジナルハザードマップを多摩区内に約13,000部配布　　役に立った
というお声を頂きました。

多摩区の被害 住宅被害：338軒（川崎市：1.891軒）
避 難 者 ：8.000人（川崎市：33.150人）


